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NTTグループにとっての重要性
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本誌

CSRサイト・
CSR年次報告サイト

CSRに関する取り組みの要点を、
多くの方にできる限りわかりやすく
報告することをめざして編集

網羅性・検索性の高いメディアである
Webサイトを活用し、さまざまな取り組みに
ついてできる限り詳しく報告

NTTグループのCSRに関する最新情報をタイムリーに開示していくために、
随時更新するサイトです。更新情報はトップページに「トピックス」として 
ご案内しています。

※	Webサイトについて
	 Webサイトは、「NTT公式ホームページガイドライン」に準拠しているほか、視覚・聴覚など障がいのある社員が独自の視点、項目でアクセシビリティ

チェックを実施しているNTTクラルティが制作に参加し、障がい者や高齢者の方々に配慮したWeb設計を行っています。

年次報告を網羅的にまとめたサイトです。
冊子版よりも多くの活動事例や、詳細な環境データなどを掲載しています。
また、NTTグループ各社のCSRサイトへのリンクを設けています。

ご覧になる方の利便性を考慮して、年次報告サイトの内容をA4判文書形式に編集した
PDFファイルです。年次報告サイトからダウンロードしていただけます。

http://www.ntt.co.jp/csr/

http://www.ntt.co.jp/csr/2011report/

http://www.ntt.co.jp/csr/2011report/download/

ステークホルダーの皆さまの関心に応えるために
「冊子」と「Webサイト」の特性に応じて表現し、報告しています。

「重要性が高い、
  新しい取り組み」にフォーカス

多様な活動内容を
詳細なデータとともに網羅的に開示

冊子

Webサイト

　 CSRサイト（随時更新）

　 CSR年次報告サイト2011（年に1回更新）

CLICK!

CLICK!

　 ＰＤＦ版年次報告（年に1回公開）
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記述について
●	本報告書において、「NTT」は日本電信電話株式会社を、
「NTTグループ」はNTTおよびグループ各社を、「NTT○○」は
NTTグループのグループ各社をそれぞれ示しています。NTT
以外の主要グループ各社の子会社については、帰属する主
要グループ会社の会社名で示します（例：「NTTレゾナント」
の場合は、帰属する「NTTコミュニケーションズ」を表示）。

●	本報告書発行後に、掲載内容に誤りがあることが認められ
た場合は、Webサイトにて報告し正誤表を掲載します。 

●	本報告書に掲載した内容は、過去の事実だけではなく、発行
時点における計画や将来の見通しを含んでいます。これらは
記述した時点で入手できた情報に基づく仮定や判断を含む
ものであり、将来の活動内容や結果が掲載内容と異なる可
能性があることをご了承ください。

●	本報告書に掲載されているサービス名および商品名などは、
NTTあるいはNTTグループ各社の登録商標または商標です。

報告対象範囲

期間	 2010年4月1日～ 2011年3月31日
	 ※ 一部内容に2011年4月以降の活動と将来の見通しを含み

ます。
組織	 NTTおよびNTTグループ各社（756社）
	 �※ 「NTTグループ」と記載している2010年度の数値は、主に

NTT、NTT東日本、NTT西日本、NTTコミュニケーションズ、
NTTドコモ、NTTデータおよびそれらのグループ各社（756
社）の集計数値です。特定の報告範囲を示す場合は、各掲
載場所に別途記載しています。

	 �※	 組織名称は2011年3月31日現在のものですが、一部2011
年度の組織名称を記載しています。 

発行月	 2011年9月
前回発行月	 2010年10月
次回発行月	 2012年9月（予定）
参考にしたガイドライン
本報告書はGRI（Global Reporting Initiative）「サステナ
ビリティ リポーティング ガイドライン2006」、および環境省

「環境報告ガイドライン2007年版」を参考に作成しました。

本誌「CSR報告書2011」は、NTTグルー
プのCSRへの取り組みに関わる報告書の

「ダイジェスト版」と位置づけ、NTTグルー
プのさまざまな活動のなかから、2010年
度における重要な取り組み、新しい取り組
みを中心に報告しています。

最も重要性の高い話題としては、先の東
日本大震災におけるNTTグループの対応
について取りあげました。また、今後、災害
に強い通信インフラを構築していくために、
どのような研究開発活動に取り組んでいる
のかを特集記事として編集・報告してい
ます。

なお、「NTTグループCSR憲章」の４つ
のCSRテーマに関する報告では、各テーマ
ごとにステークホルダーや有識者を招い
たダイアログを開催し、その要点を報告し
ています。

CSR報告の方針� 1
経営者からのメッセージ� 3

東日本大震災におけるNTTグループの対応� 5
重要報告

Contents

Dialogue❶ ユビキタス社会の実現に向けた取り組みの推進� 23
人と社会のコミュニケーション

Dialogue❷ 環境負荷低減の取り組み� 25
2010年度の目標と実績・評価� 27

人と地球のコミュニケーション

Dialogue❸ 情報セキュリティの確保� 29
安心・安全なコミュニケーション

Dialogue❹ 多様性の尊重と機会均等の推進に向けた取り組み� 31
チームNTTのコミュニケーション

CSR報告書2011
「ダイジェスト版」（本誌）

NTTグループの概要� 19
NTTグループのCSR� 21
CSRマネジメント� 22

強固な通信インフラの
構築に向けた研究開発� 13

特集

第三者意見� 33
第三者意見を受けて／皆さまからのご意見� 34

CSR報告書の
「ダイジェスト版」として、
重要性・新規性の高い話題を
中心に報告しています。
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サービス創造グループをめざし、社会の持続的発展に貢献していくために、
NTTグループー体となってCSRに取り組んでいきます。

日本電信電話株式会社  
代表取締役社長
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このたびの東日本大震災により被害を受けられた皆さま、
およびご家族の方々に謹んでお見舞い申し上げます。
この未曾有の大災害により、NTTグループの通信設備も
大きな影響を受け、サービスの一部をご利用いただけない状
況が発生しました。お客さまにご不便をおかけしたことをお詫
びいたします。NTTグループでは、1万人を超える体制を構築
し、総力をあげて復旧作業にあたり、通信ビルや携帯電話基
地局は4月末時点でほぼ復旧いたしました。家屋などの甚大
な被害により、通信ビルとお客さま宅をつなぐ回線の復旧が
完了していない一部のエリアについても、道路など他インフラ
の回復と歩調を合わせ、全力で取り組んでいるところです。一
日も早い復興と皆さまのご健康を心からお祈り申し上げます。

世界の情報通信市場をめぐる状況は、大きく激動していま
す。通信のブロードバンド化･ユビキタス※1化が進展し、ス
マートフォン、タブレット型端末などの高機能端末の拡充とあ
いまって、Twitter、Facebookなどのソーシャルメディア※2

が急速に普及しています。だれもが瞬時に多方面から情報を
やり取りでき、今回の震災では安否情報のやりとりに大きく貢
献するなど、世の中の動きにも影響を与えており、情報通信
の果たす役割も世界規模で大きく変化していると言えます。
また、クラウドサービス※3の普及により、設備を保有するこ

となく多彩なサービスを利用できるなど、情報通信サービス
のあり方にも大きなパラダイムシフトが起きています。
NTTグループは、グローバルで展開されているこうした潮
流をしっかりと見据えつつ、世界的に最先端の研究開発力を
基盤に、便利で多彩なサービスと確固たる安心･安全を提供
し続け、情報通信のグローバルリーダーをめざしていきます。

国内外で生じている多くの社会的課題の解決に向け、コア
事業であるICT（情報通信技術）を通じて貢献していくこと。
それが私たちNTTグループの社会的使命であり、CSRの基
本であると考えます。
まず、今回の震災に際しての社会的要請として、震災によ

り被災した通信インフラの復旧はもちろんのこと、災害用伝
言サービスの運用、衛星携帯電話や公衆無線LANの無償提
供などICTによる被災地への支援に総力をあげて取り組みま
した。今後は、さらに災害に強いネットワークの構築、災害時
の新サービスの拡充や利便性向上など、災害対策の強化に
努めていきます。さらに、震災により発生した電力不足問題

に対しても、事業運営に多くの電力を使用する情報通信事業
者の社会的責任として、グループ一体となった節電施策を
展開しております。
地球的規模での環境問題に対しては、2010年11月「THE 

GREEN VISION 2020」を策定しました。「低炭素社会の
実現」「循環型社会の形成」「生物多様性の保全」を取り組む
べき環境テーマとして設定し、全社員一丸となって、地球環
境負荷の低減に貢献していきます。実際に、低炭素社会を支
える自然エネルギーの一翼を担う太陽光発電システムの普
及拡大施策として「グリーンNTT」をグループ一体で進めて
おり、2012年度までに5MW規模の発電容量を実現します。
さらに、医療･教育･少子高齢化などの現代社会が抱える
課題に対しても、ICTを利活用したアプローチで解決を図って
いきます。例えば、少子高齢化にともなう労働力不足の問題
についても、テレワーク※4などを活用することで柔軟な就労
機会の拡大につなげることができると考えており、NTTグ
ループにおいても在宅勤務スタッフによるコールセンター事
業を運営、女性や高齢者など約2,000人の方々にご活躍いた
だいております。
このような利活用事例を積み重ねて、国内の成功モデルを
海外にも展開していくことができれば、社会の持続的発展に
向け大変有意義なものになると期待しています。

2010年11月、世界各国の多くの関係者の合意により社会
的責任の国際標準規格ISO26000が発行されました。NTT
グループもこれを踏まえ、CSRの理念･指針である「NTT
グループCSR憲章」を改定しています。
重要課題とされている人権や環境への取り組みを継続･強
化していくことはもちろんのこと、グローバル企業グループと
して相応しい社会的責任を果たしていくよう、いっそうの取
り組みを進めていく所存です。
そのためにも、今後もステークホルダーの皆さまとのコミュ

ニケーションが大切であると考えており、今回の報告書では、
CSRテーマごとに社員との対話模様を掲載させていただきま
した。皆さまから忌憚のないご意見を賜りますよう、よろしく
お願い申し上げます。

今こそ、「つなぐ」ために

社会的課題に対しICTを通じて貢献

ステークホルダーの皆さまとともに

経営者からのメッセージ

※１ ユビキタス……………… 情報通信ネットワークに、いつでも、どこでも、だれもがつながること
※２ ソーシャルメディア … ユーザー同士が情報を受発信し形成していくメディアのこと
※３ クラウドサービス …… コンピュータリソースやシステムを自前で保有せず、インターネット上

のサービスとして活用する新たなサービス形態のこと
※4 テレワーク ……………… オフィス以外で通信ネットワークを利用して勤務するワークスタイル

のこと
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通信ネットワークは、社会と経済活動を支え、国民生活の安全を守るうえで

不可欠なライフラインです。とりわけ災害時においては人命に関わる重要

な役割を果たすため、NTTグループは、「ネットワークの信頼性向上」「重要通信

の確保」「早期復旧」を柱に、継続的に災害に強い通信設備の構築に取り組むとと

もに、通信ネットワークが常に正常に機能するよう、保守・運用に万全を期してい

ます。また、グループのICT基盤に関わる幅広いテーマの研究開発を担うNTT（持

株会社）では、各事業会社やステークホルダーの要請を踏まえ、グループ内外と連

携しながら中長期的な視点から強固な通信インフラの構築に向けた研究開発を推

進しています。このコーナーでは、東日本大震災の発生を機に開発を加速させて

いる、NTTグループの主な研究開発テーマを紹介していきます。

特
集 強固な通信インフラの
構築に向けた研究開発

災害に耐えられる通信インフラへ

01 災害に強い基盤づくり

171

02 災害発生時における通信機能の確保

03 災害時における
ネットワークリソースの有効活用

04 災害時における
重要通信サービスの提供

災害が発生した時の対応として
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数時間で設営でき、広いエリアをカバーできる「衛星通信シ
ステム」は初動に向いていますが、伝送帯域が狭いために提供
できるサービスに限りがあります。その点、近隣のNTTビルか
ら無線でルートを構築する「可搬型無線機」は、設置までに1
日程度かかり、距離に限界はありますが、伝送帯域が広いため、

牡鹿半島と離島2島の通信を可搬型無線機で救済
島しょ部など光サービスの提供が困難な被災地に安定した通
信環境を提供することができます。
東日本大震災では、NTT東日本が可搬型無線機を用いて、

網地島および田代島の通信を確保しました。

石巻

女川

田代島

網地島

出島
（全島避難）

江島
（全島避難）

光ケーブル光ケーブル

被災被災

無線無線

東日本大震災では、広域停電により、多くのお客さまから
「光回線を使った電話やインターネットは電気がなければ使え
ない」という苦情を頂戴しました。こうした声に応えるために、
NTTアクセスサービスシステム研究所では、ONU（光端末
回線装置：光ファイバとパソコンなどの端末を結ぶ装置）の省
電力化と停電時の通信継続に向けた開発を進めています。
2012年の実用化に向け、現行のONUの約半分（2.5W程
度）以下となる低消費電力化の見通しを立てました。また、家
庭内にあるバッテリーを内蔵したパソコンやほかの家電から
受電できる機能をONUに具備することにより、停電時の通信
を継続することも可能となります。
引き続き、将来に向け、基礎研究レベルの革新的な取り組み

を進め、さらに一桁以上の低消費電力化と継続的な通信確保
の実現をめざしていきます。

停電時にも給電可能な光端末回線装置を開発
停電時の給電技術

可搬型無線機による救済ルート

石巻に設置したアンテナ

網地島側に設置したアンテナ

［家庭内のバッテリー内蔵機器を経由した給電］

通信
設備

お客さまのパソコンやほかの家電などの
内蔵バッテリーから、ONUに給電する

停電

NTTビル

NTT
2.5W程度

光ファイバ 低消費電力
ONU
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NTTグループは、地震などで中継伝送路が被災した場合に
備えて、中継伝送路を多ルート化することで瞬時にほかの中
継伝送路に迂回できるようにしています。
しかしながら、現状では、サービスごとに別々のネットワーク
を構築・運用しているため、例えばある重要なサービス用の
ネットワークが被災し、通信が疎通できない状況になった場合
に、被災から逃れ、トラヒックにも余裕がある別のネットワーク

各種のネットワーク資源を共有･シェアすることで重要通信を確保

特
集 03 災害時における

ネットワークリソースの有効活用

04 災害時における重要通信サービスの提供

NTT未来ねっと研究所およびNTTネットワー
クサービスシステム研究所では、通信トラヒック
の増大時や災害発生時に、音声、映像、インター
ネットなどに配分しているネットワーク資源をダ
イナミックに再配分することで、重要な通信サー
ビスを多くの人々が利用できる「ネットワーク仮
想化制御技術」の開発に取り組んでいます。

ネットワーク仮想化の概念図（イメージ）
「ネットワーク仮想化制御技術」の
開発を推進

物理インフラ網物理インフラ網

被災地

●障害適応ネットワーク
災害により被災した通信機器を検出･考慮して再構築されたネットワーク

●被災地支援ネットワーク（重要な通信サービス）
被災地と政府、支援団体間を接続し、被災地をトータルに支援するネットワーク

●被災地行政ネットワーク（重要な通信サービス）
複数の行政管区にわたる広域災害に対応した、任意の行政拠点間のネットワーク

災害が発生した際には、被災地の方への安否の問い合わ
せやお見舞いの電話などが集中し、通信設備の許容量を超
えることで電話がかかりにくくなることがあります。NTT
グループでは、こうした輻輳（ふくそう）時でも、「災害用伝言
ダイヤル（171）」「災害用伝言板」「災害用ブロードバンド伝
言板（web171）」などの安否確認サービスが活用できるよう

通信量をコントロールすると同
時に、ICTのリテラシーに関わ
りなくだれもが緊急通話を活用
できるようサービスの改善、新
サービスの開発に取り組んでい
ます。

共用したネットワーク資源の配分は、
交通量の多い時間帯に合わせて中央
線を移動する道路（リバーシブル
レーン）のように、通信トラヒックな
ど需要の変動に柔軟に対応できます。

資源配分のイメージ

物理インフラ網の
資源を複数の
サービスネット
ワークに配分
（仮想化）

の一部を借りて重要サービスを継続運用するような、ネット
ワークをまたいだリソースの共有･シェアといった柔軟な制御
には至っていません。
NTTグループは、こうしたネットワーク資源の共有･シェア

という発想をさらに発展させ、将来の通信トラヒック増大に備
えて開発してきた「ネットワーク仮想化制御技術」を大規模な
災害時にも活用できるよう研究を進めています。
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東日本大震災の発生直後は、音声通信が制限されたため、
多くの人々が比較的つながりやすいメールを用いて安否確認
などを行いました。NTTドコモでは、こうした安否確認やお見
舞いをより簡便にできるよう、発信側の携帯電話で音声データ
ファイルを作成し、パケット通信（データ通信）でドコモのサー
バに預け、着信側にお届けする音声ファイル型メッセージサー
ビスを開発。2011年度中に提供を開始する予定です。

パケット通信を活用した
「音声ファイル型メッセージサービス」を開発

発信側発信側 着信側

③音声データファイルの送信

音声データファイル

①音声通信

発信規制

輻輳

回線交換通信
（通話）

パケット通信（データ通信）

②
音
声
フ
ァ
イ
ル
型

メ
ッ
セ
ー
ジ
サ
ー
ビ
ス
を
選
択

東日本大震災では、多くの方々に災害用伝言ダイヤル（171）
などの安否確認サービスをご利用いただきましたが、一方で「い
ろいろな伝言サービスがあるが、どれを使っていいかわからない」
「web171の入力方法がわからない、難しい」などのご指摘も数
多くいただきました。
こうした声に応えて、NTTサイバーコミュニケーション総合
研究所では現在、より簡単･便利な安否確認サービスの実現を
めざし、研究開発を進めています。
例えば、初めてサービスをご利用される方でも簡単に安否情

報の登録や確認ができる、より使いやすいユーザインタフェー

だれもが簡単にさまざまな方法で利用可能な安否確認システムの提供に向けた開発
スの研究や、安否情報をテレビなどの画像･映像から抽出するよ
うな顔検出技術の研究開発に取り組んでいます。
こうした開発に加え、
サービスのさらなる利便性
向上をめざし、携帯電話の
位置情報を活用してワン
プッシュで安否情報を登録
可能とする新しい機能の実
現など、将来に向けた研究
開発も進めていきます。

多くの企業は、災害時に備えてサーバなどのデータのバック
アップをとっています。ところが、東日本大震災のような大規
模災害時には、自社内のデータが被害を受けるおそれがある
ため、遠隔地のデータセンタにバックアップを保管しておくこ
とが有効です。
こうしたなか、NTTの各研究所では、お客さまのシステムイ

メージおよびデータを遠隔地にある複数のセンタで保管し、定
期的に更新するクラウドサービスを開発しています。また、ネッ
トワークを仮想化することで、災害発生時にお客さまご自身の
設定内容を変更することなくバックアップ起動先にアクセスで
きる、迅速なサービス復旧の実現をめざしています。

大規模災害時に迅速にサービス復旧するためのバックアップ技術を開発

音声ファイル型メッセージサービス

NTTデータセンタ1

お客さまシステム拠点A お客さまシステム拠点B
または NTT拠点

お客さま

NTTデータセンタ2
「NTTデータセンタ２」でも

保管し、同期をとる

保管・同期されたバックアップデータを
別拠点で利用可能

「NTTデータセンタ１」で
保管し、同期をとる

被災
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NTTグループの概要

※ 2008年3月期における株式の追加取得により新たに持分法適用となった関連会社について、会計原則審議会（APB）意見書第18号「持分法適用による普通株式投資の会計処理」に基づき過年度に
遡及して持分法を適用したことにともない、2007年3月期は遡及適用後の数値を記載しています。

※1  各セグメント単純合算値（セグメント間取引含む）に占める割合。　※2  NTTグループ全体の人員数に対する割合。
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2007年
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0

4兆272億円
（33.9%）

91,566人
（41.7%）

1兆3,327億円
（11.2%）

29,330人
（13.4%）

1兆1,632億円
（9.8%）

49,991人
（22.8%）

4兆2,243億円
（35.6%）

22,954人
（10.5%）

1兆1,203億円
（9.5%）

25,502人
（11.6%）

営業収益 営業利益 当期純利益

会社概要 （2011年3月31日現在）
名称 日本電信電話株式会社（NTT）
 NIPPON TELEGRAPH AND 
 TELEPHONE CORPORATION
所在地 〒100-8116
 東京都千代田区大手町二丁目3番1号
設立年月日 1985年4月1日

資本金 9,379億5,000万円
従業員数 2,922（連結ベース219,343人）
連結子会社 756社
ホームページ http://www.ntt.co.jp/
  （経営戦略など、その他の情報はこちら
 http://www.ntt.co.jp/about/index.html）

地域通信事業
国内電気通信事業における県内通信サービスの提供およ
びそれに附帯する事業を展開しています。
●設備投資：8,070億円　●研究開発費：1,219億円
●主な事業会社：NTT東日本・NTT西日本 他91社

事業内容
営業収益※1

（2011年3月期）
人員数※2

（2011年3月期）

長距離・
国際通信事業

国内電気通信事業における県間通信サービス、国際通信
事業およびそれに附帯する事業を展開しています。
●設備投資：1,355億円　●研究開発費：172億円
●主な事業会社：NTTコミュニケーションズ 他244社

移動通信事業

国内および海外におけるシステムインテグレーション、ネッ
トワークシステムサービスなどの事業を展開しています。
●設備投資：1,391億円　●研究開発費：107億円
●主な事業会社：NTTデータ 他212社

データ通信
事業

国内および海外における携帯電話事業およびそれに附帯
する事業を展開しています。
●設備投資：6,685億円　●研究開発費：1,091億円
●主な事業会社：NTTドコモ 他127社

その他の事業
不動産事業、金融事業、建築・電力事業、システム開発事
業、先端技術開発事業などを展開しています。
●設備投資：1,202億円　●研究開発費：1,332億円
●主な事業会社： NTTファシリティーズ・NTTコムウェア・

NTT都市開発 他74社

※ NTT（持株会社）の
 事業も含む。

サービス創造グループをめざして、
お客さま志向で、フルIPネットワークの基盤を活用した
ブロードバンド・ユビキタスサービスを創造、展開していきます。
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携帯電話事業を主な事業とし、「Xi」（クロッシィ）サービス、
FOMAサービス、国際電話サービス、衛星電話サービスなどを提
供しています。企業理念に掲げる「新しいコミュニケーション文化
の世界の創造」に向けて、個人
の能力を最大限に生かし、お客
さまに心から満足していただけ
る、よりパーソナルなコミュニ
ケーションの確立をめざします。

ビルや建物の「企画・設計・施工」から「保守・運用・維持管理」ま
で、ワンストップでサービスを提供するとともに、IT・エネルギー・
建築の技術を融合した6つのソリューションを中心に、「地球環境
を考えた統合ファシリティ
サービスで、お客さまから最
も信頼されるパートナーとな
る」ことをめざしています。

「ネットワークテクノロジー」「システム&アプリケーション」「サ
ポート&メンテナンス」をコア・コンピタンスに、NGN（次世代ネット
ワーク）時代の通信インフラ構築をシステム面からサポート。“心を
つなぐ、社会をつなぐ”をキー
ワードに、日本の通信インフ
ラを支えてきた技術力とノウ
ハウを核として、システムの
品質と信頼性を追求し、豊か
なコミュニケーション社会の
実現に貢献していきます。

NTTグループ唯一の総合不動産会社として、“We create 
harmony”をビジョンに「人」と「街」と「自然」が調和する快適空間
の創造を追求。オフィスビルを中心とした「不動産賃貸事業」、マン
ションブランド「WELLITH（ウェ
リス）」を主体とした「分譲事業」
を柱に、商業施設や賃貸住宅、
さらには土地活用や不動産資
産の運用など不動産ソリュー
ションまで幅広い事業を展開し
ています。

NTTが定める東日本エリアにおける個人、法人のお客さまに固
定電話やインターネットなど生活やビジネスに密着した多彩な電
気通信サービスを提供しています。良質かつ安定的なユニバーサ
ルサービスの提供に努めるとと
もに、光アクセスサービスを中
心としたブロードバンドビジネ
スや、行政や医療、教育分野な
どへのソリューションビジネス
などの推進に努めています。

地域通信事業

NTTが定める西日本エリアにおける個人、法人のお客さまに密
着して、固定電話やインターネットなど生活やビジネスに密着した
多彩な電気通信サービスを提供しています。良質かつ安定的なユ
ニバーサルサービスの提供に
努めるとともに、光ブロードバン
ド事業を主軸にアクセスライン
サービスやアプリケーション
サービスの充実を図り、地域の
活性化に貢献するソリューショ
ンビジネスを推進しています。 

地域通信事業

国内長距離・国際通信事業に加え、ICTソリューションサービ
スをグローバルに提供しています。新たな事業ビジョン「ビジョン
2015」のもと、世界中のお客さまから選ばれる、真のグローバル
リーディングプレーヤーをめざ
し、革新的で信頼性の高い、国
内・海外を問わないシームレス
なICTサービスを現在と未来を
「つなぐ」パートナーとして提供
していきます。

長距離・国際通信事業

国内外において、公共分野から金融、法人向けシステムまで幅
広い分野で、人々の暮らしや経済、社会を支える多彩な情報システ
ム・サービスの開発・提供・保守・運用を担っています。“Global IT 
Innovator”をビジョンに掲げ、
お客さまの変革を構想から実
現までトータルにサポートする
「変革パートナー」として、新し
い価値創造を行い、社会やビジ
ネスのさらなる発展に貢献して
いきます。

（NTTコミュニケーションズ）

データ通信事業
（NTTデータ）

その他の事業

移動通信事業

その他の事業 その他の事業

（NTTドコモ）
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NTTは、グループ各社が推進してきたCSRをより積極的
な活動とするための基本方針として、2006年6月に「NTT
グループCSR憲章」を制定。2011年6月に改定しました。
「NTTグループCSR憲章」は、グループのCSRのあり方を
表現した「CSRメッセージ」と、具体的な重点取り組み項目
を示した4つの「CSRテーマ」から構成されています。

NTTグループのCSR

私たちNTTグループは、情報通信産業の責任ある担い手として、最高のサービスと信頼を提供し、
“コミュニケーション”を通じて、人と社会と地球がつながる安心･安全で豊かな社会の実現に貢献します。

CSRメッセージ

CSRテーマ CSR重点活動項目

人と社会と地球が
つながる安心・安全で
豊かな社会の実現

安心･安全な
コミュニケーション

チームNTTの
コミュニケーション

人と社会の
コミュニケーション

人と地球の
コミュニケーション

人と社会の
コミュニケーション

1. 私たちは、より豊かで便利なコミュニケーション環境を実現するとともに、
 情報通信技術を活用し、人口減少･高齢化社会における
 さまざまな課題解決に貢献します。

● ユビキタス社会の実現に
向けた取り組みの推進

人と地球の
コミュニケーション

2. 私たちは、自らの環境負荷を低減し、
 地球にやさしいコミュニケーション環境を構築するとともに、
 情報通信サービスの提供を通じて社会全体の環境負荷低減に取り組みます。

● 低炭素社会の実現
● 循環型社会の形成
● 生物多様性の保全

安心・安全な
コミュニケーション

3. 私たちは、情報セキュリティの確保や通信の
 利用に関する社会的な課題に真 に取り組み、
 安心･安全な利用環境と
新しいコミュニケーション文化の創造･発展に尽くします。

4. 私たちは、社会を支え生活を守る重要なインフラとして、
 災害時にも強い情報通信サービスの提供に努め、
 いつでも、どこでも、だれとでもつながる安心と信頼を提供します。

● 情報セキュリティの確保
● 重要インフラとして高い
安定性と信頼性の確保

チームNTTの
コミュニケーション

5. 私たちは、“チームNTT”として、高い倫理観と人権意識を持って事業に
取り組み、働きやすい職場環境の整備や個の成長･多様性の尊重に努める
とともに豊かな地域社会づくりを推進し、社会的使命を果して行きます。

● 多様性の尊重と
機会均等の推進に
向けた取り組み

● 社会貢献活動 

NTTグループCSR憲章

※ チームNTTは、派遣社員・契約社員も含めたNTTグループで働く社員、パートナーの皆さま、NTTグルー
プのCSRに賛同する退職した方々で構成されています。

ステークホルダーの皆さまの期待や関心に向かい合いながら、
「NTTグループCSR憲章」を指針として、
グループ一体となってCSRを推進していきます。
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NTTは、CSRを継続的かつ適切にマネジメントしていくた
めに、2005年6月に副社長を委員長とする「CSR委員会」を
設置しました。CSR委員会には、内部委員会として「地球環
境保護推進委員会」「社会貢献推進委員会」を設置し、体系
的・継続的にCSRを推進しています。また、NTTグループと
しての一体的なCSRの推進に向け、「グループCSR連絡会」
を定期的に開催して実践上の共通課題に対する議論や各社
優良事例の共有などを行っています。
2008年度、「NTTグループCSR重点活動項目」の設定と

ともに「NTTグループCSR活動要領」を策定しました。NTT
グループはこの活動要領に基づいて、重点活動項目の実施
状況のPDCAを相互に確認し合いながら、グループとして一
体感のあるCSRを推進しています。
2010年度は「NTTグループCSR重点活動項目」のPDCAを

より実効あるものとしていくために、事業計画マネジメントとの
関連づけに着手しました。同年11月に発行されたISO26000
も踏まえ、CSRと経営課題との連動に向けて取り組んでいき
ます。

NTTグループとして定めたCSR重点活動項目と活動要領に基づいて
グループ各社とともにPDCAマネジメントを実践していきます。

NTTグループは、2006年6月、グループのCSRの基本的な理念･指針となるCSR憲章を制
定し、社内外に表明致しました。そのなかには、“コミュニケーション”―すなわちNTTグループ
の本来業務であるICTを通じて、人と社会と地球がつながる安心･安全で豊かな社会の実現に
貢献するというメッセージを込めています。以後、その理念の浸透と着実な実行に向けて、グ
ループ横断的なワーキンググループを設置し、マネジメントの充実を図ってきました。
2008年度には、CSR憲章を踏まえつつグループ各社がより一定の方向性をもってCSRに

取り組めるように「重点活動項目」を設定しました。グループ各社は、毎年度その重点活動項目
に沿ったCSR活動目標を設定し、その達成に向けてPDCAを遂行しています。これらの営みを
着実に進めることで、グループ一体的なCSRの充実･推進に取り組んでいきます。
2010年11月、社会的責任（SR）の国際標準規格であるISO26000が発行されました。 こ

れを受け、事業活動のグローバル化を進めているNTTグループでは、世界標準に沿った形で
CSRマネジメントを充実していくために、2010年度はCSR憲章を改めて見直しました。その
結果、ISO26000で重視されている「人権」と 「労働慣行」という2つの中核主題をより明確に
表現するため、憲章の一部を改定しました。また同様の考えのもと、人権基本方針の改定も進
めています。
NTTグループは、社員一人ひとりも、またその集合体である組織としても、国際社会の一員

として社会的責任の遂行に真摯に取り組んでいきます。

世界標準を踏まえたマネジメントを実践していきます。

代表取締役副社長

金澤 薫

CSRマネジメント

NTTグループのCSR推進体制

グループCSR連絡会議の様子

取締役会

社長（幹部会議）

各種委員会

CSR委員会 グループCSR連絡会

CSR推進ワーキンググループ地球環境保護推進委員会

社会貢献推進委員会

企業倫理委員会

ビジネスリスクマネジメント推進委員会

CSRマネジメント体制

CSRマネジメントのさらなる充実に向けて
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千葉 良一
秋田県八峰町教育委員会　
教育長

赤堀 侃司
白鷗大学 教育学部長

人と社会のコミュニケーション
Dialogue 1

教育現場におけるICT利活用で期待される
子どもたちの “考える力”、“発信する力”。
中山 NTTグループでは、ICTの利活用による“新たな学びの
実現”をめざして、全国5自治体の公立小・中学校10校で、「教
育スクウェア×ICT」プロジェクトを展開しています。日本はブ
ロードバンド大国と言われながら、その利活用に関しては海外
に比べてかなり遅れています。そこでNTTグループとしてどう
貢献できるのかを模索するなかで、ICTを活用した新しい教育
の形を提案していこうではないかということとなりました。具
体的には、電子黒板をはじめ子どもたちに配るタブレット型端
末や先生が使うパソコンを、教材やアプリケーションで構成さ
れた教育クラウドにつなげます。一人1台のタブレット型端末
を配布し、教室でも自宅でも使えるようにすることで、楽しく主
体的に学ぶ姿勢をもってもらうことがねらいです。対象学年・
教科は、小学校5年生の算数、理科、社会と、中学校2年生の英
語で、まだまだ少ないのですが、自治体の皆さまや学校・大学
の先生方、コンテンツを提供いただいている教科書出版社・教
材メーカー様と一緒に、3年間のフィールドトライアル（実証
実験）を成功させたいと思っています。

赤堀  「教育スクウェア×ICT」のポイントは、子どもや先生、学
校、家庭、そしてグローバルに世界とつなぐという類を見ない
仕組みであることです。とくに近年は学校と家庭・地域の結び
つきが弱くなっており、さまざまな社会問題を引き起こしてい
ますから、大いに期待したいですね。
中山 トライアルをさせていただく八峰町は、もともと学校と
家庭・地域の結びつきが強い町と伺っていますので、そこで
どのような成果が出していけるかとても楽しみです。
千葉 八峰町では1951年に「良い子どもたちをつくるために、
まず先生を育てよう」ということで、地元で教師になる予定の
学生に1988年まで奨学金を出してきました。また、校長・教頭
先生になった方々は、退職後も自治会長や学校のゲスト
ティーチャー、見守り隊として活躍していただいております。
こうした取り組みを綿 と々続けてきたことで、八峰町では地域
が学校を支えるという土壌が根づき、それが文部科学省の全
国学力・学習状況調査でトップになった要因のひとつだとも
思っています。

ユビキタス社会の実現に向けた取り組みの推進
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中山 俊樹
NTT 新ビジネス推進室長

赤堀 そうした土壌が今回のトライアルに通じているんですね。
千葉 トライアルが始まる前は、町民の3割くらいの方がよう
やくインターネットを活用するようになったという状態でした
から、保護者たちは相当びっくりしたようですが、反対意見は
ほとんどありませんでした。またこのトライアルの説明に伺った
際は、秋田県の教育長からも「いずれはこういう時代が来るの
だから、積極的に進めてください。さすが八峰町だといわれる
よう成功させてもらいたい」と激励されました。
赤堀 私は常々、知識基盤社会※1では「どれだけ覚えたか」で
はなく「どれだけ新しいアイデアを発信できるか」が勝負だと
言っているのですが、ICTネットワークという、いつでも勉強で
きて、自分の考えを発信できる道具、環境があることで、子ども
が今まで以上に物事を考え、表現する力が向上すると期待し
ています。
千葉 実際、電子黒板が入ると、先生の目線が子どもの目線
に近くなり、子どもたちの表情がいきいきとしてきます。理科や
社会では、映像などを用いて内容豊かな授業をすることができ、
子どもたちの思考力を高めることができると思います。さらに、
タブレット型端末での情報発信により、言語力、つまり自分の
考えをわかりやすく伝えることも養えると期待しています。
赤堀 ICTは世界とつながっています。ICTを活用して「自分」
を表現し、もっと自信をもって外へ出て行く。そしてお互いの違

いを認め合いながら成長していく。そういう時代になっていく
べきだと思います。
中山 日本では外国人と付き合うことが苦手な人が多いです
が、小さい頃からインターネットなどで海外とつながる経験を
することで、構えずに付き合っていけるようになるのではない
かと思います。
赤堀 各国の授業風景をビデオ撮影して比較した研究報告
では、日本の教師の指導力は世界一でした。生徒に対して、授
業を適切に制御して伝える技能は最も優れている。一方で、日
本の教師は子どもにチャレンジさせない、という結果も出まし
た。そうしたチャレンジを後押しする道具として、ICTをさらに
活用してもらえればと思います。
中山  「教育スクウェア×ICT」を継続・定着させていくためには、
ボランティアやワークシェアリング的な発想も含めて、町の子
どもたちを町の方 と々一緒に支えていく仕組みができないかと
思っています。子どもたちの成長とともに、参画した人や企業
も、育てる、教えるという経験を通じて、自分たちの心も豊かに
なる、そんなスパイラル構造、エコシステム※2をつくっていくこ
とをめざしていきたいと思っています。

用語解説
※1 知識基盤社会
 新しい知識・情報・技術が政治・経済・文化をはじめ社会のあらゆる領域での活動の基盤として飛躍的に重要性を増す社会
※2 エコシステム
 複数の企業が協調的に活動して業界全体で収益構造を維持し、発展させていこうという考え方
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人と地球のコミュニケーション
Dialogue 2

低炭素社会の実現へ、エネルギーの安定供給へ、
ますます高まるICTの役割とR&Dへの期待。
松岡 NTTグループは昨年11月、2020年度に向けた環境ビ
ジョン「THE GREEN VISION 2020」を公表し、「低炭素社会
の実現」「循環型社会の形成」「生物多様性の保全」という3つの
柱を掲げました。各研究所では、ビジョンの実現に向けた共通
のスローガンとして、CO2排出量削減（Green of/by ICT）、省
資源化（Green of/by Materials）、環境経営（Governance 
by Green）の3本柱で、環境負荷低減に向けたR＆D活動に取
り組んでいます。
松野 私は1996年から15年間「ライフサイクルアセスメン
ト※1」の研究に関わってきました。また、2001年からは循環
型社会の形成の研究に取り組んでいます。こうした経験から、
NTTグループが掲げる3本柱は私にとって大きな関心事と
なっています。
松岡 東京大学名誉教授の月尾先生は、人類が成した3つの
革命、「農業革命」「産業革命」「ICT革命」のなかで、前２つは
GDPの増加と環境負荷の増加が比例していたのに対して、

ICT革命だけは比例しない革命だと述べられています。また、
GDPを押し上げるいろいろな活動からCO2が排出されますが、
そのなかでICT産業が占める割合は1.5%～2%弱。それでい
て、ICTは残りの約98%の産業の生産性向上や省エネにも貢
献している。これは、ICTの利活用を社会全体で進めていけば、
環境負荷を低減しながらGDPを増やし、生活を豊かにできる
ことを示していると思います。
松野 私も、先日参加したパネルディスカッションで、「ICTで
地球温暖化を抑制できる」と発言してきたばかりですが、NTT
グループの研究所では、具体的にどのような研究開発を進め
ているのですか。
松岡 例えば省エネについては、お客さまに提供している光ア
クセスネットワーク装置の低消費電力化に取り組んでいます。
現在は千数百万人のお客さまにご利用をいただいていますか
ら、消費電力を少し下げるだけでも全体で見ると大きな電力
節減になります。

環境負荷低減の取り組み

松岡 茂登
NTT環境エネルギー研究所　
所長
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松野 設備面ではどうですか。最近はクラウド環境が増えてお
り、お客さまサイドにとっては省エネになりますが、一方の事業
者サイドではデータセンタの負荷が大きくなっています。
松岡 まさに言われるとおりで、省エネに注力しています。消
費電力の約4割を占める空調では、暖かい空気の場所と冷え
た空気の場所をきちんと分けて空調するアイルキャッピング
技術※2、暑いところだけ空調を効かすサーバと空調の連係制
御技術などに取り組んでいます。電源についても、交流を直流
にする高電圧直流給電システム「HVDC」を採用することで約
15%のエネルギー削減を実現しました。ICT機器についても、
仮想化技術を採用して30%～60%のエネルギー削減を実現
しています。こうした技術を全部まとめて適用し、環境に配慮
したデータセンタをつくっていこうとしています。また、次世代
ネットワーク「NGN」も、音声の電話網、インターネットのデー
タ網、映像サービスの映像配信網の3つを統合することで従来
より大幅に消費電力を削減しています。
松野 省エネを進めていくと「GDPが減って、日本の産業は衰
えてしまう」という意見が出てきますが、確かにICT分野は唯
一、GDPを伸ばしながら環境負荷を下げることができる分野
です。その考えは、私が広げようとしているライフサイクル志向
と同じ方向を向いています。NTTグループにはICTを利活用す

る効果を積極的にアピールして欲しいと思います。ところで、
「生物多様性」についてもICTが大いに役立ちますね。CO2排
出量は定量化しやすいのですが、生物多様性について定量化
しようとすると、遺伝子まで含めると数百万、それ以上の膨大
な数をデータベース化する必要があり、ICTなしでは研究が進
みません。NTTグループにはぜひそうした観点から基盤整備
をお願いしたいと思います。
松岡 ICTの効果効能という意味では、電力使用量を見える
化し、最適化していくスマートグリッドにおける役割も大きな
ものがあると考えています。とくに東日本大震災以降、スマー
トグリッドの分散発電という形態は、BCP（事業継続計画）を
支えるインフラに通じることから、大きな注目を集めています。
松野 震災でだれもが「一極集中してはいけない」と考えさせら
れました。一極集中をなるべく分散して、地域にスマートなネッ
トワークがあるということが、今後の日本の基盤を支えるうえで
重要だと思います。最先端のR&Dで低炭素社会の実現に加え
て、エネルギーの安定供給にも通じる環境対応に積極的に取り
組んでいるNTTグループには2020年と言わず、2050年までの
ビジョンをもって今後とも推進していただきたいと思います。

松野 泰也
東京大学大学院 工学系研究科　
准教授

用語解説
※1 ライフサイクルアセスメント（LCA）
 製品やサービスの環境負荷を、資源の採取から生産、輸送、販売、使用、廃棄、再利用まで評価する手法
※2 アイルキャッピング技術
 空調からの冷気とICT機器からの暖気を物理的に分離し、冷房効率を向上させる技術
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2006年度に策定した「NTTグループ環境貢献ビジョン」において、ICTサー
ビスの提供を通じて社会全体のCO2削減量1,000万トンの指標を設定し、
活動してきました。
最終年度である2010年度には、ICTサービスの普及・拡大にともない、社
会全体のCO2削減量として、1,037万トンの貢献をすることができました。

● 社会全体のCO2削減1,037万トンに貢献

温暖化防止

目
標

● 通信系事業会社全体の契約数あたりのCO2排出原単位を1990年度を基準として35％以上削減する
 （通信系事業会社：NTT東日本、NTT西日本、NTTコミュニケーションズ、NTTドコモ）
● ソリューション系事業会社全体の売上高あたりのCO2排出原単位を1990年度を基準として25％以上削減する
 （ソリューション系事業会社：NTTデータ、NTTファシリティーズ、NTTコムウェアなど）

達
成
度

● 通信系事業会社：40.9％ …………………………………………○ 達成
● ソリューション系事業会社：34.5％ ………………………○ 達成

○ ○

実
績（
グ
ラ
フ
）

省エネ性能に優れた通信機器の導入、効率的な設備構築・運用などの電力削減の取り組み「TPR（トータルパワー革命）運動」の推
進や、電力使用量からCO2排出量への換算係数が改善したことにより、目標を達成しました。

※ 電力使用量からCO2排出量への換算係数は、2006～2007年度は電気事業者別排出係数を使用しました。2008～2010年度については、CO2排出原単
位削減率は0.34kg/kWh、事業活動にともなうCO2排出量は電気事業者別排出係数を使用しました。

※ 温暖化防止目標の達成度については、2008年度から2010年度の3年間平均で評価します。

通信系事業会社における
CO2排出原単位の削減率（1990年度基準）

ソリューション系事業会社における
CO2排出原単位の削減率（1990年度基準）

事業活動にともなうCO2排出量

人と地球のコミュニケーション

NTTグループでは、「NTTグループ地球環境憲章」のもと、
「温暖化防止」「廃棄物削減」「紙資源削減」という3つの重点活動項目について、2010年度までの目標を設定し、取り組んできました。
最終年度である2010年度に、その全ての目標を達成しました。

～ICTサービスの利活用による社会全体の環境負荷低減への貢献～

ICTサービスを通じた社会全体のCO2削減量
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人と地球のコミュニケーション

廃棄物削減 紙資源削減
● 最終廃棄量を1990年度を基準として
15％（7.2万トン）以下に削減する

● 純正パルプ総使用量を1990年度を基準として
80％（8.4万トン）以下に削減する

○
○

● 最終廃棄量：4.0%（1.9万トン） ……………………… ○ 達成 ● 純正パルプ総使用量：15.0%（1.6万トン） …… ○ 達成

IP関連設備や携帯電話基地局の増設や建物の撤去工事の増加など
により廃棄物の排出量の推移は増加傾向ですが、リサイクル、リユー
スを推進することで最終処分量は低減し、目標を達成しました。

古い電話帳を新しい電話帳に再生するリサイクルシステムや請求書
の電子化（ビリングサービス）などの取り組みにより、紙使用量の削減
と古紙パルプ配合率の向上に努め、目標を達成しました。

最終廃棄量と排出量 純正パルプの使用量

2010年11月、2020年度に向けた新たなNTTグループ環境ビジョン「THE GREEN VISION 2020」を策定しました。
地球環境における「低炭素社会の実現」「循環型社会の形成」「生物多様性の保全」を未来にわたって取り組むべき3つの
環境テーマとして設定し、それぞれのテーマに対し「Green of ICT」「Green by ICT」「Green with Team NTT」の3つ
のアクションで推進していきます。とくに、「低炭素社会の実現」については、自らの事業活動におけるCO2排出量削減と、
ICTサービスの普及・拡大による社会全体のCO2削減の貢献に取り組んでいきます。
今後、NTTグループ全社員が一丸となって、この新たなビジョンの実現を通して、社会の持続的な発展に貢献していきます。

2020年度に向けて　NTTグループ 環境ビジョン

「THE GREEN VISION 2020」
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安心・安全なコミュニケーション
Dialogue 3

今、お客さまの安心・安全なICT利活用に向けた
“セキュリティ”とNTTグループが実現する価値とは。

山川 智彦
NTT 研究企画部門 
プロデュース担当 主幹研究員

早貸 淳子
JPCERT コーディネーションセンター 
常務理事

早貸 私が所属する「JPCERT コーディネーションセンター
（JPCERT/CC）」は、企業や団体のセキュリティチームやシス
テム管理者など、業務として情報セキュリティを担当してい
らっしゃる方々を主な対象として、インシデント（マルウェア※1

などによる情報漏えいや不正使用といった、セキュリティ上の
脅威となる事象）への対応支援やインシデントによる被害を未
然に抑止していただくための情報流通を行っています。最近は、
攻撃する側のビジネス化などの状況の変化と同時に、クラウド
が悪用されるといった技術の変化を感じています。また、犯行
予告や声明を出して、自分たちの意見などをアピールする攻
撃が、従来のように政府関係組織のみならず、民間企業に向
かう例が耳目を集めており、攻撃された企業の対応にも注目
が集まっています。一方、米国などでは、標的を絞ったうえで企
業秘密や個人情報を長期間収集する攻撃も顕在化しており、
企業側が攻撃を受けていることになかなか気づけないのが深
刻な点です。さらに、攻撃手法も高度化、多様化していることか
ら、入口を守るという従来型のセキュリティ対策のみでは十分

ではなくなってきており、これからは、システム内に侵入されて
も深刻な被害が生じないような防御策を講じていく必要があ
ります。
桑名 情報流通プラットフォーム研究所のなかでは、「クラウ
ド」と「セキュリティ」の2つの大きなテーマの研究・検討をし
ており、その対応として、暗号化技術を研究しています。昨年
は、「インテリジェント暗号」という、世界初の暗号技術を三
菱電機（株）様と一緒に開発しました。加えて最近は、悪意の
あるプログラムの侵入の「予兆」を見つけられないか、という
テーマも研究中です。
山川 私が行っているプロデュースという仕事は、研究所で開
発した技術を、事業会社が市場へ投入していくにあたっての
コーディネーションです。研究所、事業会社とともに「どういう
商品・サービスならば市場に受け入れてもらえるか」といった知
恵を出し合っています。今桑名さんがされているセキュリティの
研究成果などを事業会社に合った形で活かしてもらえるよう、
グループ各社との話し合いを進めています。
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